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�愛媛県条例第６２号
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和３年１１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて得た

額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これら

の職員のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第１９条の４

において「特定幹部職員」という。）にあつては、１００分の９２．５

を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分の

９２．５ 」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

４～６ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて得た

額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これら

の職員のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第１９条の４

において「特定幹部職員」という。）にあつては、１００分の１０７．５

を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分の

１０７．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２０ を乗じて得た

額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これら

の職員のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第１９条の４

において「特定幹部職員」という。）にあつては、１００分の１００

を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて得た

額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これら

の職員のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第１９条の４

において「特定幹部職員」という。）にあつては、１００分の９２．５

を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその
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（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第３条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第４条 教育職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例の一部改正）

第５条 特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１２０ 」とあるのは「１００分の６７．５」と、「１００分の

１００ 」とあるのは「１００分の５７．５」とする。

４～６ 省略

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分の

９２．５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

�～� 省略

３ 再任用教育職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１１２．５」とあるのは、「１００分の６２．５」とする。

４～６ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

�～� 省略

３ 再任用教育職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１２７．５」とあるのは、「１００分の７２．５」とする。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２０ を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

�～� 省略

３ 再任用教育職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１２０ 」とあるのは、「１００分の６７．５」とする。

４～６ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

�～� 省略

３ 再任用教育職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「１００分の１１２．５」とあるのは、「１００分の６２．５」とする。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（知事等の給与）

第３条 省略

２ 知事等の通勤手当及び期末手当の額は、職員の給与に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例による。ただし、同条例第１９条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは、「１００分の１５７．５」とし、同条

第５項において人事委員会規則で定めることとされている事項に

ついては、規則で定めるものとする。

（知事等の給与）

第３条 省略

２ 知事等の通勤手当及び期末手当の額は、職員の給与に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例による。ただし、同条例第１９条第２

項中「１００分の１２７．５」とあるのは、「１００分の１６７．５」とし、同条

第５項において人事委員会規則で定めることとされている事項に

ついては、規則で定めるものとする。
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第６条 特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

第７条 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第８条 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第９条 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（知事等の給与）

第３条 省略

２ 知事等の通勤手当及び期末手当の額は、職員の給与に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例による。ただし、同条例第１９条第２

項中「１００分の１２０ 」とあるのは、「１００分の１６２．５」とし、同条

第５項において人事委員会規則で定めることとされている事項に

ついては、規則で定めるものとする。

（知事等の給与）

第３条 省略

２ 知事等の通勤手当及び期末手当の額は、職員の給与に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例による。ただし、同条例第１９条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは、「１００分の１５７．５」とし、同条

第５項において人事委員会規則で定めることとされている事項に

ついては、規則で定めるものとする。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第１９条第２項の規定の適用については、同項中「１００分の１１２．５」

とあるのは、「１００分の１５７．５」とする。

（給与条例の適用除外等）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第１９条第２項の規定の適用については、同項中「１００分の１２７．５」

とあるのは、「１００分の１６７．５」とする。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第１９条第２項の規定の適用については、同項中「１００分の１２０ 」

とあるのは、「１００分の１６２．５」とする。

（給与条例の適用除外等）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第１９条第２項の規定の適用については、同項中「１００分の１１２．５」

とあるのは、「１００分の１５７．５」とする。

改 正 後 改 正 前

（職員の給与に関する条例等の適用除外等）

第８条 省略

２ 特定任期付職員に対する職員の給与に関する条例第９条の３、

第１７条の２第１項、第１８条の３及び第１９条第２項の規定の適用に

ついては、同条例第９条の３中「職員」とあるのは「職員及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項に規定す

る給料表の適用を受ける職員（医療業務に従事する職員で人事委

員会の定めるものに限る。）」と、同条例第１７条の２第１項中

「（以下「管理職手当受給職員」という。）」とあるのは「（以

下「管理職手当受給職員」という。）及び任期付職員条例第７条

第１項に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１８条

（職員の給与に関する条例等の適用除外等）

第８条 省略

２ 特定任期付職員に対する職員の給与に関する条例第９条の３、

第１７条の２第１項、第１８条の３及び第１９条第２項の規定の適用に

ついては、同条例第９条の３中「職員」とあるのは「職員及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項に規定す

る給料表の適用を受ける職員（医療業務に従事する職員で人事委

員会の定めるものに限る。）」と、同条例第１７条の２第１項中

「（以下「管理職手当受給職員」という。）」とあるのは「（以

下「管理職手当受給職員」という。）及び任期付職員条例第７条

第１項に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１８条
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４

第１０条 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正）

第１１条 会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の３中「前条第１項に規定する職にある職員」とあるのは「前条

第１項に規定する職にある職員及び任期付職員条例第７条第１項

に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１９条第２項

中「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分の１５７．５」とする。

３ 特定任期付職員に対する教育職員の給与に関する条例第１７条の

２第１項及び第１９条第２項の規定の適用については、同条例第１７

条 の２第１項 中「（以 下「管 理 職 手 当 受 給 教 育 職 員」と い

う。）」とあるのは「（以下「管理職手当受給教育職員」とい

う。）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表の適用を受け

る職員」と、同条例第１９条第２項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の１５７．５」とする。

４ 省略

の３中「前条第１項に規定する職にある職員」とあるのは「前条

第１項に規定する職にある職員及び任期付職員条例第７条第１項

に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１９条第２項

中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」とする。

３ 特定任期付職員に対する教育職員の給与に関する条例第１７条の

２第１項及び第１９条第２項の規定の適用については、同条例第１７

条 の２第１項 中「（以 下「管 理 職 手 当 受 給 教 育 職 員」と い

う。）」とあるのは「（以下「管理職手当受給教育職員」とい

う。）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表の適用を受け

る職員」と、同条例第１９条第２項中「１００分の１２７．５」とあるのは

「１００分の１６７．５」とする。

４ 省略

改 正 後 改 正 前

（職員の給与に関する条例等の適用除外等）

第８条 省略

２ 特定任期付職員に対する職員の給与に関する条例第９条の３、

第１７条の２第１項、第１８条の３及び第１９条第２項の規定の適用に

ついては、同条例第９条の３中「職員」とあるのは「職員及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項に規定す

る給料表の適用を受ける職員（医療業務に従事する職員で人事委

員会の定めるものに限る。）」と、同条例第１７条の２第１項中

「（以下「管理職手当受給職員」という。）」とあるのは「（以

下「管理職手当受給職員」という。）及び任期付職員条例第７条

第１項に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１８条

の３中「前条第１項に規定する職にある職員」とあるのは「前条

第１項に規定する職にある職員及び任期付職員条例第７条第１項

に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１９条第２項

中「１００分の１２０ 」とあるのは「１００分の１６２．５」とする。

３ 特定任期付職員に対する教育職員の給与に関する条例第１７条の

２第１項及び第１９条第２項の規定の適用については、同条例第１７

条 の２第１項 中「（以 下「管 理 職 手 当 受 給 教 育 職 員」と い

う。）」とあるのは「（以下「管理職手当受給教育職員」とい

う。）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表の適用を受け

る職員」と、同条例第１９条第２項中「１００分の１２０ 」とあるのは

「１００分の１６２．５」とする。

４ 省略

（職員の給与に関する条例等の適用除外等）

第８条 省略

２ 特定任期付職員に対する職員の給与に関する条例第９条の３、

第１７条の２第１項、第１８条の３及び第１９条第２項の規定の適用に

ついては、同条例第９条の３中「職員」とあるのは「職員及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項に規定す

る給料表の適用を受ける職員（医療業務に従事する職員で人事委

員会の定めるものに限る。）」と、同条例第１７条の２第１項中

「（以下「管理職手当受給職員」という。）」とあるのは「（以

下「管理職手当受給職員」という。）及び任期付職員条例第７条

第１項に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１８条

の３中「前条第１項に規定する職にある職員」とあるのは「前条

第１項に規定する職にある職員及び任期付職員条例第７条第１項

に規定する給料表の適用を受ける職員」と、同条例第１９条第２項

中「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分の１５７．５」とする。

３ 特定任期付職員に対する教育職員の給与に関する条例第１７条の

２第１項及び第１９条第２項の規定の適用については、同条例第１７

条 の２第１項 中「（以 下「管 理 職 手 当 受 給 教 育 職 員」と い

う。）」とあるのは「（以下「管理職手当受給教育職員」とい

う。）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表の適用を受け

る職員」と、同条例第１９条第２項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の１５７．５」とする。

４ 省略

改 正 後 改 正 前

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第１２条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第１２条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗
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第１２条 会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条、第６条、第８条、第１０条及び第１２条の規定は、令和４年４月１日から

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第１８条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（給与の減額）

第２２条 会計年度任用職員が勤務しないとき（有給休暇の許可を受

けた場合その他その勤務しないことにつき承認があった場合を除

く。）は、その勤務しない１時間につき、第１号会計年度任用職

員にあっては第１０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を、第

２号会計年度任用職員にあっては第１７条に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。

２ 会計年度任用職員が無給休暇の許可を受けたときは、前項の規

定にかかわらず、その無給休暇の期間の勤務しない１時間につ

き、第１号会計年度任用職員にあっては第１０条に規定する勤務１

時間当たりの報酬額を、第２号会計年度任用職員にあっては第１７

条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額した給与を支給す

る。

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第１８条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（給与の減額）

第２２条 会計年度任用職員が勤務しないとき（有給休暇の許可を受

けた場合 を除

く。）は、その勤務しない１時間につき、第１号会計年度任用職

員にあっては第１０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を、第

２号会計年度任用職員にあっては第１７条に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。

改 正 後 改 正 前

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第１２条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５ を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第１８条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５ を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第１２条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第１８条 省略

２ 省略

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

�～� 省略

４～６ 省略
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施行する。

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（部分休業の承認を受けた職員の給与）

第２４条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、職員

給与条例第１２条の規定、 教育職員給与条例第１３条の規定又は会

計年度任用職員の給与等に関する条例第２２条第１項の規定にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、職員給与条例第１８条、

教育職員給与条例第１８条若しくは会計年度任用職員の給与等に関

する条例第１７条に規定する勤務１時間当たりの給与額又は同条例

第１０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を減額した給与を支

給する。

（部分休業の承認を受けた職員の給与）

第２４条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、職員

給与条例第１２条の規定又は教育職員給与条例第１３条の規定

にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、職員給与条例第１８条又は

教育職員給与条例第１８条

に規定する勤務１時間当たりの給与額

を減額した給与を支

給する。

令和３年１１月３０日 発行


